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表４　相談機関等へ相談の有無(家族形態別)
族において，三世代世帯に比べ，子どもと親世帯や夫婦の
み世帯の方が，地域活動への参加率の低さ，「相談機関に
相談しようと思ったことがない」という回答率の高さ，ま
たちょっとした手助けの必要性の高さの面でニーズが強
いことがわかった。その一方で，「介護を行う家族への手
助け」は三世代世帯も含めたどの家族形態においても必要
性は高く，また，近くに気軽に頼める人はいないと答えた
人も，どの家族形態にも見られた。自由記述には認知症の
人と同居する家族の「地域の人に伝えにくい」という想い
も書かれていた。要支援の方と同居する家族の中でも，子
どもと親世帯または夫婦のみ世帯に対する支援の必要性
は確かに高いが，介護を家族で抱え込んでしまっている可
能性は三世代世帯も含めたすべての家族において考えら
れる。
桐野らはソーシャル・ネットワーク尺度を構成する4つ
の領域（家族・親族，友人，介護仲間，専門職）の解釈度
得点を用いてクラスター分析を行った結果，“平均型”，“孤
立型”，“充足型”に分け，“孤立型”の居宅介護支援事
業所を利用する家族介護者の特徴としてほとんど頼れる
人がいない状況で介護を行っていることを明らかにした。
さらに“孤立型”は近所付き合いや地域活動への参加の程
度が少なかったことを指摘している７）。本稿の調査結果か
らは，桐野らの調査がいう“孤立型”の介護を行っている
家族がC地区にもいる可能性を示唆している。
以上からC地区でまず取り組むべき課題は，要支援の方
と同居する家族のニーズを知り，家族だけで抱え込むこと
がないよう，地域のつながりを維持することであると言え
る。身近な相談相手や，いざという時に頼める相手がいな
い人がないよう，支援を考えていくことが重要である。
同時に，保健・医療・福祉サービスを上手に活用するこ
とも必要である。本調査の結果として，民生委員・児童委
員や民間事業者，医療関係者などに相談することも多く，
すでに何らかの形で繋がっていると推測できる。しかし一
方「相談しようと思ったことがない」と回答した人が2割い
た。中山間地域のC地区においてそれらのサービスが都市
部に比べて不足していることも要因のひとつと推測でき
る。そこで渡部は高齢者福祉を対象とした研究ではある
が，中山間地域において暮らしやすい地域にするためには
実際に地域で活動している保健・福祉の専門職が地域の
高齢者福祉のあり方を地域住民とともに考え実現してい
くことの必要性を述べている８）。また，このような住民同
士の助け合いだけでなく，住民と保健・医療・福祉サービ
ス，さらには保健・医療・福祉サービスに関係する人同士
が繋がり，地域全体で住みよいまちづくり向けた取り組み
が必要であると考える。
今後，C地区社会福祉協議会が小地域福祉活動計画を立
案・実施していく上で，筆者らもアドバイザーとして参加
することになっている。本研究で得られた結果を提供し，
よりよい地域社会の実現に向け地域住民とともに取り組
んでいきたい。
注
１）ここでいう中山間地域とは，農林統計上用いられてい
る地域区分のうち，中間農業地域（平地農業地域と山間
農業地位との中間的地域であり，林野率は主に50～80％
で，耕地は傾斜地が多い市長村）と山間農業地域（林野
率が80以上，耕地率が10％未満の市町村）を合わせた地
域である。（農林水産省：農業地域類型区分）。
２）平成22年国政調査（全国）３）によると，C地区は単独世
帯が14.9％（32.4％：全国平均，以下同様），夫婦のみの
世帯が28.0％（19.8％），子どもと親からなる世帯が34.2％
（27.9％），その他の世帯が21.0％（11.1％）と全国平均
よりも同居家族が多くなっている。
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